
吹田市商工振興ビジョン２０２５検証シート【後期アクションプラン】

これまでの取組状況

事業実施の方向性 事業の成果を
表す指標

各年度における
目標値など

（進捗、成果、課題等）

(1)
創業支援型事
業所賃借料補
助金

各年度、4件の新規認定を目標
として創業を促進していくととも
に、補助対象者に対しては、12
か月間の補助対象期間終了後
も継続的な状況把握と事業継
続支援を行っていく。また、新規
創業者の発掘及び補助対象者
の事業継続に対するフォローに
ついては、吹田商工会議所との
連携を図る。

（1）創業計画の新
規認定件数
（2）補助金交付事
業者の廃業件数

（1） 4件
（2） 0件

・創業計画の募集を年2回実施。
・創業計画の新規認定件数　3件
　第1回募集の応募　1件
　（介護サービス業）
　第2回募集の応募　2件
　（飲食業、キックボクシングジム）
・補助金交付事業者の開業件数
　　 3件

補助金交付事業者の事業継続支
援のため、各種創業支援制度や創
業支援機関の紹介等のフォローを
行う。

Ｂ

【予算】
2,759千円
（50千円×40
か月＋759千
円）

【決算見込】
1,500千円

(2) 起業家交流会

各年度、江坂地域と阪急吹田
地域においてそれぞれ2回ずつ
合計4回開催していく中で、各回
概ね40名の参加を目標とする。
また、できるだけ多くの新規参加
者を獲得するため、参加者の募
集については市内全域に広く周
知を行っていく。

起業家交流会参
加者数

延べ１６０名以上
（各回４０名以上）

・第37回「水から小判！？」吹田サ
　クセスストーリー　　参加者　51名
　　（うち初参加者：21名）
・第38回「夢はアメリカ!吹田の「街の
  パン屋さん」からの挑戦」
　　参加者　51名
　　（うち初参加者：20名）
・第39回「LINEアカウントの基礎を学
  ぼう」　　　参加者　48名
　　（うち初参加者：12名）
・第40回「あのアスリートを成功に導
  いた「目標達成シート」を体験しよ
  う！」
　　参加者　51名
　　（うち初参加者　24名）

より多くの創業者及び創業予定者
に参加いただけるよう、市報やホー
ムページ、SNS、市内各所でのポス
ター掲示等、様々な方法で市内全
域に広く周知を行う。
また、企画内容についてはグループ
ワークを主体としたものを中心に継
続し、新たな参加者と共に参加者
の定着を図る。

Ａ

【予算】
175千円
（会場費2回）

【決算見込】
175千円
（会場費2回）

(3)
創業・中小企
業振興支援事
業補助金

補助の対象となる諸事業につい
ては、多くの市内事業者が参
加、活用している実績があり、一
定の効果が認められるため、引
き続き現状の範囲内で補助金
の交付を行うことにより、吹田商
工会議所による継続的な事業
実施を支援していく。

吹田商工会議所
が実施する諸事業
の実績が成果とな
るため、本アクショ
ンプランにおける成
果指標の設定は行
わない。

各年度、補助金を
最大限活用するこ
とにより、吹田商工
会議所において創
業の促進や中小企
業者の振興のため
の事業が活発に実
施されるよう継続
的に支援を行う。

吹田商工会議所が行う小規模事業
者に対する経営相談、指導等の事
業や創業支援等事業について確認
した。

吹田商工会議所が実施する諸事
業につき、事業実績報告書の事業
内容及び収支決算書の確認を行
い、補助金を交付する。

Ａ

【予算】
3,000千円

【決算見込】
3,000千円

(4)
開業利子補給
金

平成25年度から実施している事
業であるが、引き続き補給金の
交付を行うことにより、大阪府開
業サポート資金又は日本政策
金融公庫新創業融資の借入者
の利子負担の軽減を図ること
で、市内事業者の開業時の経
営の安定に資することが期待で
きる。

補給金交付件数 4件以上
・補給交付件数：１件
　（申請件数：１件）
　（美容業）

日本政策金融公庫吹田支店から
該当者に個別に通知するなど、引
き続き制度の周知を行う。

Ｂ

【予算】
762千円
（38,103円×
20件）

【決算見込】
60千円

後期アクションプラン（令和３年度(2021年度)～令和７年度(2025年度)）

市内における新規創業の促進と
創業者の事業継続支援を目的と
して、創業者及び創業予定者等
による交流、学びの場を提供する
ための起業家交流会を、江坂地
域と阪急吹田地域を会場として、
1年度につき4回開催する。
起業家交流会の企画及び運営
等については、市内創業者を中
心に組織する吹田市起業家交流
会実行委員会が担っている。

令和４年度の進捗状況（令和５年(2023年)３月末時点）

市内における新規創業の促進と
創業者の事業継続支援を目的と
して、本市が地域経済の循環及
び活性化に資する旨の認定を
行った創業計画を実施する者を
対象に、市内において新たに開
設する事業所に係る賃借料の月
額の2分の1を補助する。
補助対象期間：12か月間
補助上限額：月額5万円

主要事業名

令和４年度
予算及び決

算見込今後の取組予定

市内事業者の開業時の経営の安
定を図ることを目的として、大阪
府開業サポート資金又は日本政
策金融公庫新創業融資の借入
者を対象に、取扱金融機関に支
払った利子のうち、最初の約定返
済から12回分の約定返済に係る
利子相当額を補給する（約定利
率が年1％を超える場合は年1％
として計算した額）。

評価

市内における創業の促進と中小
企業者の振興を図ることを目的と
して、吹田商工会議所を対象に、
創業塾や経営革新事業などの諸
事業の実施に要した費用の2分
の1を補助する。
補助上限額：300万円

「吹田市商工振興ビジョン２０２５」（平成28年(2016年)3月策定）

事業内容

【
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基本
方針

施策

資 料 番 号
４

※【評価】欄について
Ａ：目標値を達成した（実施済） Ｂ：目標値には達しなかったが実施済
Ｃ：方針、具体策等を検討中 Ｄ：未着手またはアクションプランの見直しが必要
－:コロナ禍により開催を見送った等
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これまでの取組状況

事業実施の方向性 事業の成果を
表す指標

各年度における
目標値など

（進捗、成果、課題等）

後期アクションプラン（令和３年度(2021年度)～令和７年度(2025年度)）

令和４年度の進捗状況（令和５年(2023年)３月末時点）

主要事業名

令和４年度
予算及び決

算見込今後の取組予定 評価

「吹田市商工振興ビジョン２０２５」（平成28年(2016年)3月策定）

事業内容

基本
方針

施策

資 料 番 号
４

※【評価】欄について
Ａ：目標値を達成した（実施済） Ｂ：目標値には達しなかったが実施済
Ｃ：方針、具体策等を検討中 Ｄ：未着手またはアクションプランの見直しが必要
－:コロナ禍により開催を見送った等

(5)
商店街等魅力
向上促進事業
補助金

　先導的事業については、引き
続き補助金を交付することにより
魅力的なまちづくりを促進してい
く。空き店舗活用事業について
は、補助金の交付件数がこれま
で毎年度1件から2件にとどまっ
ているが、各年度4件以上の交
付を目標として、商店街等にお
ける空き店舗の減少を目指すと
ともに、新しい業種を呼び込むこ
とで魅力の向上が図られるよう
支援を行っていく。

商店街等における
空き店舗の減少数

4件以上

・交付決定件数：5件
 （申請件数：5件）
　イベント関連事業　5件

引き続き商店街等に対し積極的な
活用を促す。 Ｂ

【予算】
14,865千円

【決算見込】
7,556千円
（イベント関連
事業7,556千
円）

(6) 商業相談

事業内容を広く周知することで、
より多くの市内商業者や商業団
体等に対する経営相談等を継
続して行っていく。また、創業希
望者などに対しては、事業計画
の作成相談等を実施すること
で、市内における創業の促進と
人材育成にも寄与するよう支援
を行っていく。

相談を受けた者の
数

延べ80名以上
・延べ相談者数：45名
（小売業、飲食業、サービス業、創
業希望者等）

引き続き制度の周知を行う。 Ｂ

【予算】
792千円

【決算見込】
770千円

(7)
産業競争力強
化法に基づく
創業支援事業

各年度の創業支援対象者数の
目標を496名、創業者数の目標
を80名として、創業塾、女性創
業塾、専門家派遣及び起業家
セミナーをはじめとする各種創
業支援事業を実施していく。な
お、創業支援事業の計画期間
は令和元年度から令和7年度ま
での7年度間である。

創業支援等事業
に基づく支援を受
けた者の数
支援を受け創業し
た者の数

496名以上
80名以上

・創業塾：参加者32名
・女性創業塾：参加者25名
・令和３年度実績
　創業支援対象者（延べ人数）：
　　　　　　　　　　　　　　　331名
　創業者（実人数）：123名
　（サービス業、小売業、教育・学
　　習支援業、医療・福祉、エステ
　　等）

第2期創業支援等事業計画（計画
期間：令和元年度～令和7年度）に
基づき、創業支援事業に取り組む。
コロナ禍ではあったが、創業を目指
す意欲は高い印象であった。

Ｂ ―

　市内における新規創業の促進と
創業者の事業継続支援を目的と
して、吹田市、吹田商工会議所
及び日本政策金融公庫吹田支
店が構築した「すいた創業支援
ネットワーク」において、産業競争
力強化法に基づく創業支援等事
業計画の認定を受け、3者が互い
に連携して様々な創業支援事業
を実施する。

経営改善やまちづくりの視点から
取り組む先導的な事業を実施す
る市内商業団体、大学、NPO等と
の連合組織を対象に、事業の実
施に要した費用の4分の3を補助
する。
補助上限額：200万円
また、商店街等の空き店舗を借り
上げてチャレンジショップ等として
活用する市内商業団体を対象
に、改装工事や広告宣伝に要し
た費用の2分の1を補助する。
補助上限額：併せて300万円

市内商業者の経営体質の強化
や経営近代化の促進を図ること
などを目的として、市内商業者又
は商業団体等を対象に、中小企
業診断士の資格を持つ商業相談
員による庁内相談（毎月第3木曜
日）及び庁外相談（毎月第2及び
第4木曜日）を実施する。

【
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吹田市商工振興ビジョン２０２５検証シート【後期アクションプラン】

これまでの取組状況

事業実施の方向性 事業の成果を
表す指標

各年度における
目標値など

（進捗、成果、課題等）

(1)
企業立地促進
奨励金

平成30年度に条例改正を行
い、本市における事業所の立地
環境により応じた制度設計と
なった本制度を用いて、産業集
積の促進を行っていく。

奨励金交付対象
者認定件数
（奨励金の交付は
翌年度以降）

5件以上
・認定件数：1件
（奨励金交付件数：6件）

・企業動向の情報収集に努め、
　市内事業者に対して積極的
　な活用を促す。
・令和4年度
　認定件数：1件
　交付件数：6件
　（業種：製造業、学術・研究
　　　　　 開発機関、卸売業
           の本社）

Ｂ

【予算】
11,026千円
（6件）

【決算見込】
11,080千円
（6件＋令和３
年度追加分）

(2)
地元雇用促進
補助金

市内において事業所の新設又
は拡張を行った事業者による、
市民の新たな雇用を促進するた
めの制度であり、引き続き補助
対象となる事業者に対しては積
極的な制度活用を促すことで、
立地企業の市内定着と市内雇
用の拡大を図っていく。

補助金交付対象
事業者認定件数
（補助金の交付は
3年経過後）

5件以上
・認定件数：1件
（補助金交付件数：0件）

・吹田商工会議所をはじめ経済
　団体等と連携し、企業の立地
　動向の情報収集に努めて、市
　内への移転事業者及び市内
　事業者に対し、制度活用の促
　進を図る。
・令和4年度
　認定件数：1件
　交付件数：0件

Ｂ

【予算】
0千円
（200千円×0
件）

【決算見込】
0千円
（0件）

(3)
地元企業発注
促進補助金

市内において事業所の新設又
は拡張を行った事業者による、
市内企業との取引を促進するた
めの制度であり、引き続き補助
対象となる事業者に対しては積
極的な制度活用を促すことで、
立地企業の市内定着と市内取
引の拡大を図っていく。

補助金交付対象
事業者認定件数
（補助金の交付は
3年経過後）

5件以上
・認定件数：1件
（補助金交付件数：1件）

・吹田商工会議所をはじめ経済
　団体等と連携し、企業の立地
　動向の情報収集に努めて、市
　内への移転事業者及び市内
　事業者に対し、制度活用の促
　進を図る。
・令和4年度
　認定件数：1件
　交付件数：1件

Ｂ

【予算】
1,000千円
（500千円×2
件）

【決算見込】
500千円
（1件）

【
基
本
方
針
Ⅱ

】
地
域
に
根
付
い
た
産
業
集
積
の
維
持
及
び
拡
大

【
施
策
Ⅱ

】
地
域
経
済
の
循
環
及
び
活
性
化
に
資
す
る
企
業
誘
致
の
推
進

事業内容
今後の取組予定

基本
方針

市内における産業集積の促進を
目的として、「吹田市企業立地促
進条例」に基づき、本市が指定す
る地域において、本市が指定する
事業所の新設又は拡張を行った
事業者を対象に、立地後に新た
に課税される固定資産税の2分
の1相当額の奨励金を交付する。
交付対象期間：5年度間
交付上限額：年額1億円

市内における雇用機会の拡大を
目的として、本市が指定する事業
所の新設又は拡張を行った事業
者を対象に、新たに操業を開始し
た日から3年を経過した日におい
て、新たに雇い入れた市民を1年
以上継続して雇用している場合
に、市民1人につき10万円（障が
い者の場合は15万円）を補助す
る。
補助上限額：500万円

市内における企業間取引の拡大
を目的として、本市が指定する事
業所の新設又は拡張を行った事
業者を対象に、新たに操業を開
始した日から2年経過後の1年間
において、市内企業1社に対して
300万円を超える額を発注してい
る場合に、取引先1社につき50万
円を補助する。
補助上限額：500万円

施策 主要事業名

後期アクションプラン（令和３年度(2021年度)～令和７年度(2025年度)）

「吹田市商工振興ビジョン２０２５」（平成28年(2016年)3月策定）

令和４年度
予算及び決

算見込評価

令和４年度の進捗状況（令和５年(2023年)３月末時点）

※【評価】欄について
Ａ：目標値を達成した（実施済） Ｂ：目標値には達しなかったが実施済
Ｃ：方針、具体策等を検討中 Ｄ：未着手またはアクションプランの見直しが必要
－:コロナ禍により開催を見送った等
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これまでの取組状況

事業実施の方向性 事業の成果を
表す指標

各年度における
目標値など

（進捗、成果、課題等）事業内容
今後の取組予定

基本
方針

施策 主要事業名

後期アクションプラン（令和３年度(2021年度)～令和７年度(2025年度)）

「吹田市商工振興ビジョン２０２５」（平成28年(2016年)3月策定）

令和４年度
予算及び決

算見込評価

令和４年度の進捗状況（令和５年(2023年)３月末時点）

※【評価】欄について
Ａ：目標値を達成した（実施済） Ｂ：目標値には達しなかったが実施済
Ｃ：方針、具体策等を検討中 Ｄ：未着手またはアクションプランの見直しが必要
－:コロナ禍により開催を見送った等

(4)
企業定着型環
境配慮事業補
助金

市内における住工混在問題の
解消を目的とした制度である
が、これまでの制度の活用実績
は少なく、活用が図れていない。
引き続き補助対象となる事業者
に対する制度の周知及び活用
促進を行い、各年度2件以上の
制度活用を目標として製造拠点
等の市内定着を支援していく。

補助金交付件数 2件以上 ・補助金交付件数：0件
環境部と連携して本市に寄せられ
た臭気、騒音等を発する事業所の
情報収集に努める。

Ｂ

【予算】
0千円
（5,000千円×
0件）

【決算見込】
0円（0件）

(5)
地元企業等共
同研究開発事
業補助金

補助対象事業の募集について
は各年度1回のみであることか
ら、企業間連携や産学連携を行
う可能性のある市内事業者に対
しては、事前の制度周知を徹底
することで補助対象事業の応募
を促し、各年度2件以上の新規
認定を目標として、連携による
新たな事業の創出を支援してい
く。

共同研究開発事
業の新規認定件
数

2件以上

・申請件数：産学連携1件
・認定件数：1件

※補助金交付件数は3件で、うち2
件は令和3年度と4年度の2年度間
にわたる共同研究。

令和4年度の募集・認定は終了し
た。次年度に向けて引き続き事業
を幅広く周知する。また、産学連携
による申請が増加しており、市内大
学の産学連携部局に引き続き制度
の周知に取り組む。さらに、国立循
環器病研究センター内の産学連携
本部とも連携して、当センター内の
オープンイノベーションセンターに進
出する企業にも周知を図る。

Ａ

【予算】
12,741千円
（5,000千円×
2件＋2,741千
円）

【決算見込】
7,685千円

(6)

北大阪健康医
療都市（健都）
における市内
企業の事業展
開促進

吹田商工会議所と連携し、独自
の技術やノウハウを有する市内
企業の周知を図ることによって、
国立循環器病研究センターに
加え、国立健康・栄養研究所を
はじめとする健都イノベーション
パークにおける立地企業と市内
企業の結びつきを強めていく。

国立循環器病研
究センター等への
市内企業紹介件
数

2件以上

・健康医療部健康まちづくり室にお
いて、「健都共創フォーラム『北大
阪健康医療都市（健都）』における
産学官民による共創プラットフォー
ム形成と試行的研究会の説明会
及び関連テーマセミナー」を開催。
・国立循環器病研究センターにお
いて、「イノベーションカフェ」を開
催。

イノベーションカフェは、これまで22
回開催され、市内事業者を含む多
くの事業者が国循の研究者や医師
に向けて技術やサービスを発表し
た。
健都における産学連携の取組を進
めるため、引き続き市内事業者の
連携に向けた情報提供に努める。

Ｃ ー

市内における企業間連携又は産
学連携による研究開発の促進を
目的として、本市の認定を受け、
企業又は大学等との共同による
研究開発事業を実施する市内企
業又は企業団体を対象に、事業
に要した費用の2分の1を補助す
る。
補助上限額500万円

市内における企業の定着を目的
として、市内に製造拠点等を有す
る事業者を対象に、周辺地域へ
の騒音、振動又は悪臭を防止軽
減するための設備の新規導入等
に要した費用の2分の1を補助す
る。
補助上限額500万円

【
基
本
方
針
Ⅱ

】
地
域
に
根
付
い
た
産
業
集
積
の
維
持
及
び
拡
大

【
施
策
Ⅱ

】
地
域
経
済
の
循
環
及
び
活
性
化
に
資
す
る
企
業
誘
致
の
推
進

健都では、健都イノベーション
パークでの企業誘致を進めている
ほか、国立循環器病研究セン
ターのオープンイノベーションセン
ター内でも多くの企業が共同研究
を進めている。健都における産学
連携の取組を進めるにあたり、市
内企業が参画する仕組みづくりを
進める。
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吹田市商工振興ビジョン２０２５検証シート【後期アクションプラン】

これまでの取組状況

事業実施の方向性 事業の成果を
表す指標

各年度における
目標値など

（進捗、成果、課題等）

(1)
企業情報収
集・支援

各年度、訪問企業件数300件
以上を目標として、製造業及び
卸売業を中心に市内企業を幅
広く訪問し、行政による支援施
策を中心とした情報提供及び本
市の中小企業支援施策の基礎
となる市内企業の実態把握並
びに情報収集に努めていく。

訪問企業件数
300件以上（うち新
規訪問件数50件
以上）

コロナ禍により企業訪問を制限した
中で、中小企業等チャレンジ補助
金や企業立地奨励金の活用促進
を図るため、目的を絞り活用が見込
めそうな事業所を重点的に訪問し
た。

・訪問企業件数：61件
（うち新規訪問：14件）
・業種：製造業、卸売業、
　　　　 設備点検等

小規模事業者への積極的な訪問
を心掛け、行政による支援施策を
中心に情報提供を行う。また、多様
な業種の実態把握及び情報収集
に努めていく。

Ｂ ―

(2)
知的財産権取
得事業補助金

特許権又は実用新案権の取得
に積極的な市内中小企業者へ
の制度周知を重点的に行い、各
年度6件以上の補助金交付を
目標として、市内中小企業者に
よる新技術又は新製品の開発
を促進していく。

補助金交付件数 6件以上
・申請件数：4件
・交付件数：4件

引き続き制度の周知を行う。 Ｂ

【予算】
1,000千円
（特許権200千
円×4件+実用
新案権100千
円×2件）

【決算見込】
706千円

(3)
展示会等出展
事業補助金

出展事業計画の募集について
は各年度1回のみであることか
ら、市内中小企業者に対する事
前の制度周知を徹底し、各年度
10件以上の補助金交付を目標
とする。また、予算の範囲内での
効果的かつ幅広い補助金交付
に向けて、交付対象事業者の選
定基準については継続的に改
善を図っていく。

補助金交付件数 10件以上

令和3年度からオンライン展示会へ
の出展も補助対象に加えた。

・申請件数：10件
・認定件数：7件
・業種：製造業、卸売業、
　　　　 医薬品業 等

引き続き制度の周知を行う。 Ｂ

【予算】
2,000千円
（200千円×
10件）

【決算見込】
1,051千円

「吹田市商工振興ビジョン２０２５」（平成28年(2016年)3月策定）

令和４年度
予算及び決

算見込今後の取組予定 評価

令和４年度の進捗状況（令和５年(2023年)３月末時点）

基本
方針

施策 主要事業名

後期アクションプラン（令和３年度(2021年度)～令和７年度(2025年度)）

事業内容

行政による支援施策等の周知及
び活用促進や、事業者の事業実
態、課題及び行政に対する要望
並びにニーズ把握等の情報収集
を行うことを目的として、専任の企
業情報収集員1名を配置し、中
小企業者を中心とする市内企業
を訪問し、企業代表者等との面
談を行う。

市内事業者の新技術又は新製
品の開発による企業価値及び資
質の向上を目的として、特許権又
は実用新案権を取得した市内中
小企業者を対象に、取得に要し
た費用の2分の1を補助する。
（特許権）補助上限額：20万円
（実用新案権）補助上限額：10万
円

【
基
本
方
針
Ⅲ

】
地
域
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
者
の
育
成

市内事業者の新技術又は新製
品等の販路開拓支援を目的とし
て、本市が指定する展示会又は
見本市等に出展した市内中小企
業者を対象に、出展に要した費
用の2分の1を補助する。
補助上限額：20万円

【
施
策
Ⅲ

】
中
小
企
業
者
の
経
営
の
安
定

、
販
路
開
拓
及
び
人
材
育
成
に
対
す
る
支
援

※【評価】欄について
Ａ：目標値を達成した（実施済） Ｂ：目標値には達しなかったが実施済
Ｃ：方針、具体策等を検討中 Ｄ：未着手またはアクションプランの見直しが必要
－:コロナ禍により開催を見送った等
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吹田市商工振興ビジョン２０２５検証シート【後期アクションプラン】

これまでの取組状況

事業実施の方向性 事業の成果を
表す指標

各年度における
目標値など

（進捗、成果、課題等）

「吹田市商工振興ビジョン２０２５」（平成28年(2016年)3月策定）

令和４年度
予算及び決

算見込今後の取組予定 評価

令和４年度の進捗状況（令和５年(2023年)３月末時点）

基本
方針

施策 主要事業名

後期アクションプラン（令和３年度(2021年度)～令和７年度(2025年度)）

事業内容

※【評価】欄について
Ａ：目標値を達成した（実施済） Ｂ：目標値には達しなかったが実施済
Ｃ：方針、具体策等を検討中 Ｄ：未着手またはアクションプランの見直しが必要
－:コロナ禍により開催を見送った等

(4)
中小企業ホー
ムページ等作
成事業補助金

新規作成8件以上、改修・動画
作成20件以上の補助金交付を
目標として、市内中小企業者に
対するより幅広い支援を行って
いく。

補助金交付件数
新規8件以上
改修・動画20件以
上

・申請件数：26件
・交付件数：24件
　ホームページ　1件
　高機能ホームページ　18件
　動画　5件

令和4年度は予算額を超える補助
金交付となり、事業者ニーズも高い
ため今後も引き続き制度の周知を
行い、事業者の支援につなげてい
く。

Ａ

【予算】
4,400千円
（50千円×8件
+200千円×
20件）

【決算見込】
4,434千円

(5)
中小企業セミ
ナー

社会経済動向や市内中小企業
者の要望等に応じて、セミナー
のテーマ及び講師の選定を行
い、各年度5回程度開催していく
中で、各回20名以上の参加を
目標とする。

セミナー参加者数
延べ100名以上
（各回20名以上）

「ホームページからお客様が出来る
理屈」
（オンライン同時開催）
　開催日：令和4年12月8日
　参加者：13名
　　（内オンライン参加者：6名）

セミナーのテーマについては、市内
事業者の興味関心に合わせた内
容を検討する。
今後の開催については、国等の公
的機関との連携による開催も検討
する。

Ｂ

【予算】
20千円
（講師謝礼金
1回）

【決算見込】
20千円

(6)
中小企業資金
融資

市内中小企業者、特に小規模
企業者の経営の安定を図るた
め、引き続き融資相談員による
融資制度のあっせん等を行うと
ともに、吹田市小企業者事業資
金融資の借入者を対象とした信
用保証料の補給や利子の一部
補給を行っていく。

吹田市小企業者
事業資金融資実
行件数

25件以上

【吹田市小企業者事業資金融資】
・申込件数：6件
　（業種：造園業、整骨院、小売
　　　　　 業、建設業、学習塾）
・実行件数：5件
【信用保証料補給金】
・申請件数：5件
　（業種：造園業、小売業、建設業
　　　　　 等）
・交付件数：5件
【利子補給金】
・申請件数：1件
　（業種：小売業）
・交付件数：1件

引き続き市内事業者に対し積極的
な活用を促すため、利子補給等の
該当者には市から制度案内を送付
する。

Ｂ

【予算】
301,167千円

【決算見込】
小企業者事業
資金融資預託
金300,000千
円
信用保証料補
給金91千円
利子補給金
39千円

市内事業者の事業活動の活性
化に必要となる様々な情報提供
を行うとともに、事業者間の交流
を促進することを目的として、市
内中小企業者を対象に、様々な
テーマによるセミナーを開催す
る。

融資を通じた市内事業者の経営
の安定を図ることを目的として、
市内中小企業者を対象に、専任
の融資相談員による各種融資制
度のあっせん等を行うとともに、吹
田市小企業者事業資金融資の
借入者を対象とした信用保証料
の補給（補給上限額2万円）や、
当初12回分の約定返済に係る
利子相当額の補給（約定利率が
年2％を超える場合は年2％とし
て計算した額）を行う。

【
施
策
Ⅲ

】
中
小
企
業
者
の
経
営
の
安
定

、
販
路
開
拓
及
び
人
材
育
成
に
対
す
る
支
援

【
基
本
方
針
Ⅲ

】
地
域
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
者
の
育
成

市内事業者の情報発信及び販
路開拓支援を目的として、本市に
登録されている市内事業者に委
託してホームページの新規作成
や高機能改修、自社PR動画の作
成を行った市内中小企業者を対
象に、委託に要した費用の2分の
1を補助する。
新規作成補助上限額：5万円
高機能ホームページ新規作成又
は高機能改修
補助上限額：20万円
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吹田市商工振興ビジョン２０２５検証シート【後期アクションプラン】

これまでの取組状況

事業実施の方向性 事業の成果を
表す指標

各年度における
目標値など

（進捗、成果、課題等）

(1)
商工業団体事
業活動促進補
助金

市内商工業団体の調査研究、
研修、イベントの開催、ホーム
ページ開設などを支援すること
により、団体の事業活動の活性
化を促進するための制度であ
り、引き続き補助対象となる団
体に対しては積極的な制度活
用を促すことで、市内商工業の
活性化を図っていく。

補助金交付件数 18件以上

交付件数：9件
（申請件数：9件）
新型コロナウイルス感染症拡大の
影響に伴い、イベントが中止となっ
たことで申請が減少。

補助制度を活用したイベント等につ
いて広く周知を図り活用を促す。 Ｂ

【予算】
4,613千円

【決算見込】
1,737千円

(2)
商店街等商業
共同施設設置
事業補助金

平成26年度に、補助対象経費
の下限額を一部撤廃するなど、
制度内容の改正を行ったことで
制度活用の増加につながってい
る。引き続き補助対象となる団
体に対しては積極的な制度活
用を促し、商業地における備品
及び施設の設置や突発的な補
修などにも迅速に対応していくこ
とで、安心安全で快適な商業地
づくりを支援していく。

補助金交付件数 2件以上
交付件数：2件
（申請件数：2件）

引き続き商店街等に対し積極的な
活用を促す。 Ｂ

【予算】
1,422千円

【決算見込】
1,810千円

(3)
商業活性化コ
ンサルタント派
遣事業補助金

市内商業団体が運営改善や施
設整備について検討する際に、
専門家による指導や助言の活
用を促進するための制度であ
り、コンサルタントの派遣対象と
なる団体に対しては、引き続き
多様な問題に迅速に対応できる
よう、吹田商工会議所との連携
を図りながら支援を行っていく。

吹田商工会議所
によるコンサルタン
ト派遣件数

2件以上

交付件数：2件
（申請件数：2件）
（商店街組合が運営するシェアキッ
チンの黒字化、継続活動の仕組み
作り・商店街のプロジェクトチームの
活性化と個店の経営力強化）

商業相談等を通じて商店街の現状
を把握し、課題解決に向けて活用
を促す。

Ａ

【予算】
2,000千円

【決算見込】
2,000千円

(4) 駅周辺活性化

JR吹田駅周辺においては、引き
続きNPO法人JR吹田駅周辺ま
ちづくり協議会との協働により、
地域課題を共有し、商業者を含
めた地域住民等にとって安心安
全で住み続けたいまちづくりに向
けた取組を推進していく。他の地
域については、協議会等の設置
にこだわることなく、商業者等と
の意見交換や情報共有を図り、
地域の特性に応じた商業地づく
りを支援していく。

まちづくり講演会参
加者数

40名以上

JR吹田駅周辺まちづくり講演会
「地域の魅力を高めるエリアマネジ
メント」令和5年3月17日開催
参加者数33名

商業者等と意見交換や情報共有
を行い、地域の現状を踏まえ商業
活性化に資する講演会の開催に向
けた取組を引き続き行う。

Ｂ

【予算】
397千円

【決算見込】
164千円

「吹田市商工振興ビジョン２０２５」（平成28年(2016年)3月策定）

令和４年度
予算及び決

算見込

令和４年度の進捗状況（令和５年(2023年)３月末時点）

基本
方針

施策 主要事業名

後期アクションプラン（令和３年度(2021年度)～令和７年度(2025年度)）

事業内容
今後の取組予定

市内商業者の組織活動の活性
化を目的として、市内商業団体
が運営改善や施設整備の検討な
ど専門知識を必要とする場合に、
吹田商工会議所を対象に、当該
団体へのコンサルタントの派遣に
要した費用を補助する。
派遣1回につき補助額5万円以
内
派遣回数：24回以内
補助上限額：年額120万円

【
基
本
方
針
Ⅳ

】
地
域
に
根
付
い
た
魅
力
あ
る
商
業
地
づ
く
り

【
施
策
Ⅳ

】
　
商
業
者
等
に
よ
る
組
織
活
動
及
び
商
業
地
の
活
性
化
に
対
す
る
支
援

評価

市内各駅周辺地域における、商
業者と地域住民等との協働によ
る「活力あふれるにぎわいのある
まちづくり」の実現を目的として、
地域の特性に応じた商業地づくり
を行うための講演会の実施などに
よる啓発活動を行う。

市内事業者の組織活動の活性
化や地域住民との交流の促進を
目的として、調査、研修、催物又
は媒体作成の事業を行った市内
商工業団体を対象に、事業の実
施に要した費用の2分の1を補助
する。
補助上限額：20万円

市民にとって安心安全で快適な
商業地づくりを促進することを目
的として、アーケード等の商業共
同施設の設置や補修等の事業を
行った市内商業団体を対象に、
事業の実施に要した費用の30％
（法人団体）又は15％（任意団
体）を補助する。
補助上限額：500万円

※【評価】欄について
Ａ：目標値を達成した（実施済） Ｂ：目標値には達しなかったが実施済
Ｃ：方針、具体策等を検討中 Ｄ：未着手またはアクションプランの見直しが必要
－:コロナ禍により開催を見送った等
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吹田市商工振興ビジョン２０２５検証シート【後期アクションプラン】

これまでの取組状況

事業実施の方向性 事業の成果を
表す指標

各年度における
目標値など

（進捗、成果、課題等）

(1)
夏休み子ども
体験学習講座

年1回開催し、参加児童の定員
は24名と限られている中で、引
き続き大学教授や市内工場等
の協力を得ながら、将来の市内
産業を担う人材育成につながる
よう、より効果的な講座の開催
に努めていく。

参加児童数 24名
令和4年度は新型コロナウイルス感
染拡大防止のため開催中止。

事業の取り組み方について見直し・
検討中。

－

【予算】
0千円

【決算見込】
0円

(2)
吹田産業フェ
ア事業

吹田産業フェアは、市内事業所
が一堂に会し地元産業を多くの
来場者に紹介する場として定着
したイベントであることから、引き
続き、主催者に対しては補助金
による支援を行うとともに、優れ
た技能や高度な技術等を有す
る優良な市内事業者及び従業
者に対しては本市からの表彰を
行っていく。

吹田産業フェア出
展事業所数
吹田産業フェア来
場者数

90事業所以上
5万人以上

開催期間は、令和4年6月4日
（土）、5日（日）にメイシアターで
開催。
　来場者数：約13,000人
　出展事業者数：35者
イベント
・腸の元気とカラダの元気
・健康チェック体験会
・健都健康講演会
・廃材リベンジャーズ

令和5年度は6月3日（土）、4日
（日）にメイシアターのみで開催予
定。また、飲食ブースの出店を再
開する。

Ｂ

【予算】
10,007千円

【決算見込】
7,354千円

(3) 情報発信

引き続き、市内商工業者に対し
て、本市の施策や市内商業者
による独自の活性化方策などに
ついての幅広い情報発信及び
情報共有を図っていくとともに、
施策の積極的な活用を呼びか
けることで、補助金の活用などに
よる市内商工業の活性化を促
進していく。

FAX商業情報提供
回数

30回以上
情報提供回数：9回
今年度は新型コロナウイルス感染
拡大の影響により回数減

引き続き情報提供を行う。 Ｂ

【予算】
238千円

【決算見込】
220千円

「吹田市商工振興ビジョン２０２５」（平成28年(2016年)3月策定）

令和４年度
予算及び決

算見込

【
基
本
方
針
Ⅴ

】
地
域
に
お
け
る
事
業
活
動
の
活
性
化
に
向
け
た
環
境
整
備

【
施
策
Ⅴ

】
　
行
政
に
よ
る
情
報
発
信
及
び
市
民

、
事
業
者
並
び
に
経
済
団
体
等
に
よ
る

交
流
の
促
進

将来の市内産業を担う人材育成
を行うことを目的として、市内在
住の小学5年生児童を対象に、
夏休み期間中の1日を活用して、
講座や工場見学等を通じて市内
産業の実態と産業振興の重要性
を伝える。

今後の取組予定
基本
方針

市内事業者による製品等の展示
販売や各種イベントを通じ、地元
産業を紹介することを目的として
毎年5月に開催される吹田産業
フェアについて、主催者である吹
田産業フェア推進協議会を対象
に、開催に要した費用の概ね2分
の1を補助するとともに、大阪府に
よる「大阪ものづくり優良企業賞」
や「なにわの名工」などの表彰を
受けた市内事業者を対象に、本
市による表彰を行う。

行政による産業振興施策等の情
報発信を行うことを目的として、
市内商工業者を対象に、補助金
制度、融資制度又は催物等につ
いての情報を定期的に広く紹介
するための商工ニュースの発行
（年4回）、本市及び吹田商工会
議所等が実施する様々な商工振
興施策を広く紹介するための商
工施策ガイドブックの発行（隔
年）、FAXによる商業情報の提供
（月1回以上）を行う。

施策 主要事業名
事業内容

後期アクションプラン（令和３年度(2021年度)～令和７年度(2025年度)）

令和４年度の進捗状況（令和５年(2023年)３月末時点）

評価

※【評価】欄について
Ａ：目標値を達成した（実施済） Ｂ：目標値には達しなかったが実施済
Ｃ：方針、具体策等を検討中 Ｄ：未着手またはアクションプランの見直しが必要
－:コロナ禍により開催を見送った等
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